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1． 概要 

 現在の社会は雇用環境や所得環境が良くなってきて来てい

るが人手不足が大きな問題となっている。そこで人手不足を

補うために機械化が進んでいるのではないかと考え労働力に

頼っている産業ではここ最近、機械化のために特に設備投資

が増えているのではないかという仮説をたてた。本研究では

この仮説を回帰分析を用いて分析を行った。被説明変数を設

備投資額、説明変数を資本-労働比率とする単回帰分析、資

本-労働比率に加え、説明変数に 2013 年から 2017 年の各年

のダミー変数を加えた重回帰分析の２つを行ない分析した。

結果は自分の仮説とは逆の結果となり、労働力に頼っている

産業の機械化が進んでいるわけではなく、機械化が進んでい

る傾向がある産業がどんどん機械化を進めているという可能

性がみられた。 

２．研究背景 

 現在の社会では第二次安倍政権が「財政出動」、「金融緩

和」、「成長戦略」という「3本の矢」で、長期のデフレを脱

却し、名目経済成長率 3%を目指す政策であったアベノミク

スの影響で経済の再生が図られ、雇用環境や所得環境にも大

きく影響をあたえている。その影響として有効求人倍率は約

1.6 倍と高水準を示し、失業率は約 2.5％と低い水準を推移

している。

 

また労働力人口は女性・高齢者等の参加の拡大により増加

し、就業者数も 200 万人近く増加している。

 

最低賃金も 5年連続で大幅に引き上げがされている。

 

しかし、数字では雇用環境、所得環境とも増加傾向になって

いるものの、現実では人手不足が大きな問題となっている。

問題の例として、医療機関の約 6割が「２交代制」のシフト

を取り入れており、従業員が 16 時間以上の長時間夜勤をし

ている問題や日本郵便は人手不足に伴って、手紙やはがきな

ど通常の郵便物について、差し出された翌日に配達するのを

原則廃止する方針を明らかにしたことなど様々な例が挙げら

れる。こうした人手不足という問題の原因として４つの原因

が挙げられる。1つ目は労働人口の減少、2つ目は有効求人

倍率の高さ、3つ目は技能人の不足、4つ目は賃金引上げに

よる人件費の増加である。人手不足の問題への対処の 1つと

して従業員の待遇改善が挙げられる。待遇改善とは従業員の

働く環境や働き方などを良くすることにより従業員の負担を

少しでも軽減しようとするものである。待遇改善の例とし

て、株式会社ファミリーマートはアイリスオーヤマ株式会社



とともに、全国 1万 7千店舗で働く従業員が同社の家電製品

を最大 6割引きで買える制度を導入したことや株式会社セブ

ン―イレブン・ジャパンは店舗併設型の保育施設を増やして

いる, 

物流大手の福山通運株式会社は日曜日の配達と集荷を取りや

め、ドライバーが休みを取りやすくするなどの例が挙げられ

る。様々な企業でこうした待遇改善が図られているが人手は

不足している。そこで私は人手が不足している産業では、人

手不足を補うために、機械化が進んでいるのではないかと考

え、労働力に頼っている産業ではここ最近、機械化のために

特に設備投資が増えているのではないかという仮説をたて

た。機械化が進んでいるのではないかという考える裏付けと

して「・株式会社ローソンとパナソニック株式会社がコンビ

ニエンスストアで商品の会計や袋詰めを自動化する無人レジ

の実用化。・株式会社セブン―イレブン・ジャパンは店舗の

カウンターで扱うおでんや揚げ物といった商材の調理に使う

器材の洗浄機の導入。」などの事例が見られ、こうした例か

ら個別の企業で見ると私の仮説が成立しそうに見え、本研究

の背景となっている。 

３．研究目的 

 本研究は前述の私の仮説より、経済全体で見たときに労働

力に頼っている産業ではここ最近設備投資額が増え、機械化

が進んでいる傾向があるのかを検証することを目的としてい

る。 

４．研究方法 

 本研究では回帰分析を用いて検証していく。 

(1)使用するデータ 

 本研究では本研究では産業別設備投資額を被説明変数と

し、産業別資本-労働比率を説明変数とする。この資本-労

働比率とは労働装備率とも言い、有形固定資産の額を従業

員数で割ることによって求められる数値であり、従業員 1

人あたりが生産活動を行うのに利用する設備が多いか少な

いかを表す指標である。また、本研究では研究目的にもあ

るようにここ最近の傾向について知りたいため、2012 年

から 2017 年の 5年間のデータを使用する。産業は「運

輸・郵便業」、「医療・福祉業」、「宿泊業・飲食サービス

業」、「建設業」、「情報・通信業」、「製造業」、「卸売業・小

売業」、「不動産・物品賃貸業」、「学術研究、専門・技術サ

ービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習

支援業」、「農業・林業」の 12 個を使う。各データについ

ては、産業別設備投資額(万円)→e-Stat 政府統計の総合窓

口(各年)「法人企業統計調査」、産業別資本労働比率→産

業別有形固定資産÷産業別従業員数、産業別有形固定資産

(万円)→ e-Stat 政府統計の総合窓口(各年)「法人企業統

計調査」、産業別従業員数(万人)→総務省統計局(各年)

「労働力調査」を使わせて頂いた。各データはこの通りで

ある。 

 

(2)分析するモデルと変数 

 本研究では産業別設備投資額を被説明変数とし、産業別

資本-労働比率を説明変数とする単回帰分析のモデルと産

業別設備投資額を被説明変数とし、産業別資本-労働比率

年 産業 有形固定資産額(万円) 従業員数(万人) 設備投資額(万円) 従業員1人あたりの設備投資額(万円)資本労働比率

2012 運輸・郵便業 4,832,035,900 340 267,873,100 787862.1 14211870.29

2013 5,125,724,900 341 362,632,700 1063439 15031451.32

2014 5,253,942,500 337 346,940,700 1029498 15590333.83

2015 5,272,966,100 336 414,648,300 1234072 15693351.49

2016 5,045,159,600 339 452,829,200 1335779 14882476.7

2017 5,022,526,300 340 458,513,500 1348569 14772136.18

2012 医療・福祉業 335,249,100 708 30,304,800 42803.39 473515.678

2013 268,005,300 738 19,196,100 26010.98 363150.813

2014 286,197,700 760 42,826,100 56350.13 376575.9211

2015 281,891,200 788 22,958,900 29135.66 357729.9492

2016 296,166,000 811 30,988,300 38209.99 365186.1899

2017 279,221,100 814 35,327,000 43399.26 343023.4644

2012 宿泊業・飲食サービス業 1490372800 376 79779400 212179.3 3963757.447

2013 1454560000 385 108410700 281586.2 3778077.922

2014 1203573100 386 81689700 211631.3 3118065.026

2015 1448314600 384 94229100 245388.3 3771652.604

2016 1803490800 391 102263400 261543.2 4612508.44

2017 1161537100 391 122361600 312945.3 2970683.12

2012 建設業 2080020000 503 156059100 310256.7 4135228.628

2013 2029291400 500 210637500 421275 4058582.8

2014 2039999000 507 202803800 400007.5 4023666.667

2015 2018093500 502 214119900 426533.7 4020106.574

2016 2095665200 495 204208000 412541.4 4233667.071

2017 2171975500 498 269515200 541195.2 4361396.586

2012 情報・通信業 1934497800 188 350061400 1862029 10289881.91

2013 1885788500 192 356916800 1858942 9821815.104

2014 1903241400 204 339477300 1664104 9329614.706

2015 1977820500 209 382977300 1832427 9463255.981

2016 2012475200 208 331082300 1591742 9675361.538

2017 1982205100 213 358252400 1681936 9306127.23

2012 製造業 10284971300 1033 1096704400 1061669 9956409.777

2013 9948511300 1041 1115728400 1071785 9556687.128

2014 10163531500 1043 1191294300 1142181 9744517.258

2015 10316170500 1039 1335112200 1284997 9928941.771

2016 10311020500 1045 1442737100 1380610 9867005.263

2017 10707055500 1052 1505972900 1431533 10177809.41

2012 卸売業・小売業 6191441500 1044 442,462,200 423814.4 5930499.521

2013 5928728900 1060 542264200 511570 5593140.472

2014 6648528900 1062 579099400 545291.3 6260385.028

2015 6750849500 1058 604761800 571608.5 6380765.123

2016 6922165400 1063 575282900 541188.1 6511914.77

2017 7503771800 1075 586865000 545920.9 6980252.837

2012 不動産・物品賃貸業 7785998500 112 366686200 3273984 69517843.75

2013 10776641200 111 359151000 3235595 97086857.66

2014 9886764600 113 457533900 4048973 87493492.04

2015 9801245600 121 509320500 4209260 81002029.75

2016 8958269800 124 510889200 4120074 72244111.29

2017 9840034500 125 503324000 4026592 78720276

2012 学術研究、専門・技術サービス業 852343400 205 69285900 337980 4157772.683

2013 923920600 207 70058500 338446.9 4463384.541

2014 909299600 212 93014900 438749.5 4289149.057

2015 855528300 215 36169200 168228.8 3979201.395

2016 981866400 221 89118300 403250.2 4442834.389

2017 1010106700 230 109309700 475259.6 4391768.261

2012 生活関連サービス業、娯楽業 2120491600 239 143352900 599802.9 8872349.791

2013 2104940300 242 133488000 551603.3 8698100.413

2014 2067319400 238 133084100 559176.9 8686215.966

2015 2092924600 230 148288400 644732.2 9099672.174

2016 1924553900 234 83224700 355661.1 8224589.316

2017 1979657200 234 129833300 554843.2 8460073.504

2012 教育、学習支援業 131841200 295 10712300 36312.88 446919.322

2013 124617700 300 13671000 45570 415392.3333

2014 111138200 301 10969200 36442.52 369229.9003

2015 145445100 304 11791400 38787.5 478437.8289

2016 166326500 308 9832300 31923.05 540021.1039

2017 123060600 315 7637900 24247.3 390668.5714

2012 農業・林業 126661000 225 14018400 62304 562937.7778

2013 188640100 218 17369000 79674.31 865321.5596

2014 209869900 210 24750500 117859.5 999380.4762

2015 146709000 209 23092800 110491.9 701956.9378

2016 146795200 203 19848400 97775.37 723129.064

2017 191291500 201 35696400 177594 951699.005



と 2017 年の資本-労働比率＝１、それ以外の年を０とする

ダミー変数である 2017 ダミー、2016 年の資本-労働比率

＝１、それ以外の年を０とするダミー変数である 2016 ダ

ミー、2015 年の資本-労働比率＝１、それ以外の年を０と

するダミー変数である 2015 ダミー、2014 年の資本-労働

比率＝１、それ以外の年を０とするダミー変数である

2014 ダミー、2013 年の資本-労働比率＝１、それ以外の年

を０とするダミー変数である 2013 ダミーを使う重回帰分

析の 2つを推定する。推定する線形モデルは 

・設備投資額 i＝α＋β1資本‐労働比率 i 

i…年(2012‐2017) 

・設備投資額 i＝α＋β1資本‐労働比率 i＋β2(資本労

働比率 i×2017 ダミー) ＋β3(資本労働比率 i×2016 ダミ

ー) ＋β4(資本労働比率 i×2015 ダミー) ＋β5(資本労

働比率 i×2014 ダミー) ＋β6(資本労働比率 i×2013 ダミ

ー) 

i…年(2012‐2017) 

とする。 

(3)仮説 

 本研究で用いる説明変数である産業別資本-労働比率と

2013 年-2017 年のダミー変数について仮説を以下のように

考えた。 

・産業別資本-労働比率…資本労働比率は従業員 1人あた

りが生産活動を行うのに利用する設備が多いか少ないかを

表す指標であるため、私は労働力に頼っている産業ほど資

本-労働比率は小さくなる傾向があり、人手不足を補うた

めに機械化を進め、設備投資額は増加すると考える。 

・2013 年-2017 年のダミー変数…人手不足による機械化は

最近になるほど進んでいると考えられるため、2017 年、

2016 年、2015 年、2014 年、2013 年の順にダミー変数は小

さくなると考える。 

５．分析結果 

 Excel を用いて回帰分析を行ったところ以下の結果が得

られた。まずは産業別設備投資額と産業別資本-労働比率

の散布図と相関係数について、散布図は以下のようになっ

た。

 

相関係数＝0.235865926 となり、正の弱い相関が見られ

た。 

次に産業別設備投資額を被説明変数とし、産業別資本-労

働比率を説明変数とする単回帰分析を行ったところ以下の

ような結果が得られた。

 

設備投資額 i＝253950551.8＋3.845211179 資本-労働比率

i  R2＝0.055632735 

回帰式はこのようになった。P値は P=0.04608653 となっ

た。 

次に産業別設備投資額を被説明変数とし、産業別資本-労

働比率と 2013 年から 2017 年の各ダミー変数を説明変数と

する重回帰分析を行った。結果が以下のようである。

 

設備投資額 i 

＝209717498.6＋3.853712815 資本-労働比率 i＋

概要

回帰統計

重相関 R 0.235865926

重決定 R2 0.055632735

補正 R2 0.042141774

標準誤差 343873475.6

観測数 72

分散分析表

自由度 変動 観測された分散比 有意 F 分散

回帰 1 4.87624E+17 4.123704421 0.046087 4.87624E+17

残差 70 8.27743E+18 1.18249E+17

合計 71 8.76505E+18

係数 標準誤差 P-値 下限 95% t 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%

切片 253950551.8 46481453.67 6.73254E-07 1.61E+08 5.463481276 3.47E+08 1.61E+08 3.47E+08

X 値 1 3.845211179 1.893548495 0.04608653 0.068648 2.030690627 7.621775 0.068648 7.621775

概要

回帰統計

重相関 R 0.251778267

重決定 R2 0.063392296

補正 R2 -0.0230638

標準誤差 355385267.8

観測数 72

分散分析表

自由度 変動 分散 観測された分散比有意 F

回帰 6 5.55637E+17 9.26061E+16 0.733231 0.624609824

残差 65 8.20941E+18 1.26299E+17

合計 71 8.76505E+18

係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95% 下限 95.0%上限 95.0%

切片 209717498.6 104845098.5 2.000260399 0.049653 327377.8019 4.19E+08 327377.8 4.19E+08

X 値 1 3.853712815 1.958133226 1.968054453 0.05333 -0.05694928 7.764375 -0.05695 7.764375

X 値 2 88286881.16 145093376.2 0.608483195 0.544988 -201484601 3.78E+08 -2E+08 3.78E+08

X 値 3 67528764.64 145086755.7 0.46543714 0.643174 -222229495 3.57E+08 -2.2E+08 3.57E+08

X 値 4 60212089.49 145099441.7 0.4149712 0.67953 -229571506 3.5E+08 -2.3E+08 3.5E+08

X 値 5 33977961.92 145114374.2 0.23414608 0.815608 -255835456 3.24E+08 -2.6E+08 3.24E+08

X 値 6 14779400.64 145153366.9 0.101819206 0.919214 -275111891 3.05E+08 -2.8E+08 3.05E+08



88286881.16(資本-労働比率×2017 ダミー) 

＋67528764.64(資本-労働比率×2016 ダミー) 

＋60212089.49(資本-労働比率×2015 ダミー) 

＋33977961.92(資本-労働比率×2014 ダミー) 

＋14779400.64(資本-労働比率×2013 ダミー) 

R2＝0.063392296、P値はどれも 0.05 を越える値となっ

た。 

６． 結果の解釈 

 産業別設備投資額を被説明変数とし、産業別資本-労働

比率を説明変数とする単回帰分析では回帰式より資本-労

働比率が１上がると 3.845211179 だけ設備投資額が上がる

という結果になっている。これは私の仮説である資本‐労

働比率が下がれば設備投資額が増えるという考えとは逆の

意味があり、私の仮説は否定された。P-値は 0.04608653

と 0.05 を下回っていることより P-値は有意であることが

わかる。このことより説明変数である資本-労働比率は被

説明変数に対して関係性があると言える。次に産業別設備

投資額を被説明変数とし、産業別資本-労働比率と 2013 年

から 2017 年の各ダミー変数を説明変数とする重回帰分析

では回帰式より資本-労働比率が１上がると 3.853712815

だけ設備投資が上がり、各年の影響は年が大きいほど設備

投資額を上げる割合が高いことを示している。これより私

の仮説は否定された。また、P-値の値はどれも 0.05 を上

回る値となっているため P-値は有意ではないということ

がわかり、ダミー変数は統計的には有意ではないという結

果になった。 

７． 結論 

 今回私の仮説に沿って回帰分析を行った結果、仮説は否

定され、設備投資額は資本-労働比率が増加するごとに増

加する傾向があることがわかった。これは資本-労働比率

が従業員 1 人あたりの生産活動を行うのに利用する設備が

多いか少ないかを表す指標であるため、従業員が生産活動

に利用する設備が増えるほどに設備投資額は増えていくこ

とがわかる。つまり、労働力に頼っている産業が人手不足

を補うために機械化を進める傾向が大きいわけではなく、

もうすでに機械化が進んでいる傾向がある産業がどんどん

機械化を進めていっているのではないかと予測できる。こ

れはこれまで労働力に頼っていた産業が人手を補うのに機

械化を進めるにあたって仕事や作業のどの工程を機械化す

るのか考える必要があり、機械化の知識や経験が少ない分

機械化に踏み出せない部分があるのではないかと思う。ま

た既存の機械では補えない仕事や機械ではできない仕事が

多いのではないかと考える。こうした考えと逆のことが機

械化が進んでいる傾向がある産業では起こっているのでは

ないかと考える。こうした点より、経済全体で考えた場

合、機械化になかなか踏み出せない労働力に頼っている産

業と機械化をどんどん進めていっている産業の関係により

今回の分析結果が得られたのではないかと私は考える。 

８． 今後の課題 

本研究では説明変数を資本-労働比率のみだったので設

備投資額に影響する他の変数を入れてみることにより今回

とは違う結果が得られる可能性があるため他の要素を入れ

たうえでもう 1度分析することは今後の研究課題である。

また本研究では自分の仮説が否定される結果になり、結論

でも述べたように新たな視点で雇用と機械化の関係を考え

る必要性がある。 
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